
午 前十時 十五分 開会

ｏ 議長（ 首藤 正君） ただ いまか ら、継 続市議 会定例 会を開 会いた します 。

本日の 議事は 、お手 元に配 付して おりま す議事 日程第 六号に より行 います 。

日程第 一によ り、上 程中の 全議案 に対す る各常 任委員 会の審 査の経 過と結 果につ い

て 、各委 員長か ら順次 御報告 を願い ます。

建設水 道委員 会委員 長。

（建設 水道委 員会委 員長・ 堀本博 行君登 壇）

ｏ 建設水 道委員 会委員 長（堀 本博行 君） 建設水 道委員 会は、 去る十 二月六 日及び 十

一 日の本 会議に おいて 付託を 受けま した議 第七十 七号平 成十四 年度別 府市一 般会計 補

正 予算（ 第三号 ）関係 部分外 四件に ついて 、十二 月十二 日に委 員会を 開会し 、慎重 に

審 査をい たしま したの で、そ の経過 と結果 につい て御報 告いた します 。

最初に 、議第 七十八 号平成 十四年 度別府 市公共 下水道 事業特 別会計 補正予 算（第 二

号 ）につ いてで ありま す。

当局よ り、平 成十二 年度か ら十四 年度ま で、国 土交通 省が国 道十号 の境川 から国 道

五 百号ま での約 千五百 メート ルを都 市景観 整備事 業の一 環とし て、別 府地区 電線共 同

溝 設置工 事の施 工に伴 い、下 水道事 業を並 行して 国土交 通省と 協定を 結び、 管渠を 布

設 するた めの繰 越明許 費であ るとの 説明を 了とし 、採決 の結果 、全員 異議な く原案 の

と おり可 決すべ きもの と決定 をいた しまし た。

次に、 議第七 十七号 平成十 四年度 別府市 一般会 計補正 予算（ 第三号 ）関係 部分に つ

い てであ ります 。

まず、 下水道 課関係 部分で ありま すが、 当局よ り、別 府地区 電線共 同溝設 置工事 と

同 時に道 路改良 事業を 施工す るため の繰越 明許費 である との説 明がな された 次第で あ

り ます。

次に土 木課関 係部分 であり ますが 、委員 より、 別府駅 前原線 外歩道 整備に 要する 経

費 の追加 額及び 北浜ホ テル地 区歩車 共存道 路整備 に要す る経費 の減額 につい て質疑 が

な され、 当局よ り、内 容につ いては 組み替 えを行 うもの であり 、別府 駅前原 線に樹 木

の 追加及 び歩道 での駐 車を防 ぐため の車ど めを部 分的に 設置す るもの である との説 明

が なされ たとこ ろであ ります 。

また、 委員よ り、別 府駅前 原線に ついて は、バ ス停に ベンチ を設置 した際 、車い す

の 方が通 れるス ペース を確保 してほ しいと の意見 がなさ れ、当 局より 、幅五 メート ル

の 歩道で あり、 バリア フリー を考慮 し施工 したも のであ り、ベ ンチを 設置し ても十 分

ス ペース は確保 できる との答 弁がな されま した。

また、 委員よ り、交 通安全 施設整 備に要 する経 費につ いての 質疑に 対し、 当局よ り、
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国 道、県 道及び 行きど まり以 外の道 路で、 当面対 象とな る小学 校七校 の正門 前に、 ド

ラ イバー の注意 を促す ため高 視認性 路面表 示とし て、正 門を中 心に約 百メー トルの 間

に 文マー ク等を 施した グリー ンのカ ラー舗 装をす るもの である との答 弁がな されま し

た 。

また、 委員よ り、通 学路全 体で特 に危険 な箇所 につい ては調 査し、 対応し てほし い

と の要望 に対し 、通学 路とし て指定 してい る箇所 につい ては、 教育委 員会と 道路管 理

者 である 土木課 が全面 点検を するよ うにな ってお り、危 険な箇 所につ いては 順次実 施

し てまい りたい との答 弁がな された 次第で ありま す。

また、 委員よ り、予 算計上 につい ては、 ＰＴＡ 連合会 の陳情 を受け てのも のか、 そ

れ とも以 前より 通学路 の整備 がうた われて いるの で必然 的に計 上した のかと の質疑 に

対 し、市 長、議 長、教 育長に 要望が あった と聞い ている が、通 学路、 交差点 等の改 善

と いう要 望であ り、今 回の補 正につ いては 、新入 学児童 が入学 する四 月まで にでき る

と いうこ とで正 門前に 設置を 予定し ている との答 弁がな されま した。

さらに 、委員 より、 実施に 当たっ ては、 学校と ＰＴＡ の皆さ んと協 議しな がら施 工

し てほし い。ま た、子 供の命 にかか わる問 題であ り、Ｐ ＴＡ連 合会等 の陳情 に対し て

は 、今回 のよう に早急 に検討 、予算 化し、 子供た ちの安 全を守 るとい う執行 部の体 制

を とり続 けてほ しいと の要望 がなさ れた次 第であ ります 。

最終的 に議第 七十七 号平成 十四年 度別府 市一般 会計補 正予算 （第三 号）関 係部分 に

つ いては 、採決 の結果 、全員 異議な く原案 のとお り可決 すべき ものと 決定を いたし ま

し た。

続きま して、 議第八 十二号 別府市 水道事 業給水 条例及 び別府 市簡易 水道事 業給水 条

例 の一部 改正に ついて であり ますが 、この 給水条 例の一 部改正 は、受 水槽十 トン以 下

の 小規模 貯水槽 水道に つきま しては 、法の 規制対 象では なく、 設置者 の管理 が不徹 底

の ため、 衛生上 の問題 がしば しば生 じてお り、水 道法を 改正し て管理 体制を 強化し 、

設 置者と 水道事 業者の 責任を 明確に する意 味から 、条例 を一部 改正し て指導 、助言 、

勧 告を行 うこと ができ るもの である との当 局の説 明を適 切妥当 と認め 、採決 の結果 、

全 員異議 なく原 案のと おり可 決すべ きもの と決定 をいた しまし た。

続きま して、 議第九 十号平 成十四 年度別 府市水 道事業 会計補 正予算 （第二 号）に つ

い てであ ります が、水 道局職 員の給 与改定 につき まして は、こ れまで 人事院 勧告を よ

り どころ として 勧告を 尊重し 、組合 交渉を 重ねて 議会に 諮って いるが 、今般 、この 勧

告 制度が 始まっ て以来 のマイ ナス勧 告で、 職員の 給与を 引き下 げるも のであ るとの 説

明 がなさ れ、採 決の結 果、全 員異議 なく原 案のと おり可 決すべ きもの と決定 をいた し

ま した。
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最 後に、 議第九 十一号 別府市 職員の 給与に 関する 条例等 の一部 改正に ついて の関係 部

分 であり ますが 、別府 市水道 企業職 員の給 与の種 類及び 基準に 関する 条例の 一部改 正

に ついて 、人事 院勧告 に準じ た一部 改正を 行おう とする もので あると の当局 の説明 を

了 とし、 採決の 結果、 全員異 議なく 原案の とおり 可決す べきも のと決 定をい たしま し

た 。

以上で 、当委 員会に 付託を 受けま した議 案五件 に対す る審査 結果の 報告を 終わり ま

す 。

何とぞ 、議員 各位の 御賛同 をよろ しくお 願いを 申し上 げます 。（拍 手）

ｏ 議長（ 首藤 正君） 総務 文教委 員会委 員長。

（総務 文教委 員会委 員長・ 池田康 雄君登 壇）

ｏ 総務文 教委員 会委員 長（池 田康雄 君） 総務文 教委員 会は、 去る十 二月六 日及び 十

一 日の両 日の本 会議に おいて 付託を 受けま した議 案は、 議第七 十七号 平成十 四年度 別

府 市一般 会計補 正予算 （第三 号）関 係部分 外九件 であり ますが 、十二 月十二 日に委 員

会 を開会 し、慎 重に審 査を行 いまし たので 、その 経過と 結果に ついて 簡単に 御報告 い

た します 。

初めに 、議第 七十七 号平成 十四年 度別府 市一般 会計補 正予算 （第三 号）関 係部分 に

つ いてで ありま す。

教育費 にかか る補正 額の総 額三億 五千三 十三万 三千円 につい て、内 訳とし て、南 小

学 校の屋 内体育 館建設 事業費 に二億 六千三 百四十 四万三 千円、 各小学 校施設 整備工 事

費 追加等 に二千 三百三 十五万 円、各 中学校 施設整 備工事 費追加 額九百 三十万 円、各 幼

稚 園施設 整備工 事費追 加額一 千百六 十万円 、また 、学校 プール 、野口 原総合 運動場 等

体 育施設 整備工 事費追 加額が 四千二 百六十 三万二 千円で あり、 これら につい ては、 学

校 の安全 対策と 景気対 策に伴 う前倒 し分と して予 算計上 するも のであ るとの 当局説 明

が なされ 、委員 より、 今回、 一度に このよ うに多 くの工 事を行 うとい うこと は、今 ま

で に積み 残して きたこ とがあ るから であり 、本来 であれ ば年度 当初に 計画を 立て、 緊

急 度を要 する順 番にそ の都度 要望に こたえ る形で 補修工 事等を 行って いくべ きであ る

と の質疑 がなさ れまし た。

これに 対し当 局より 、教育 委員会 の当初 予算で の工事 部分に ついて は、毎 年度に 年

次 計画を 立て実 施して いると ころで あり、 市内の 小・中 学校二 十四校 から年 間三百 件

程 度の改 修要望 が出さ れてい るが、 これら につい ては、 現地に 出向き 確認を 行った 後、

直 ちに補 修や整 備を行 うとい う形を とって おり、 今まで にほぼ すべて の改修 の要望 に

対 応して いると 考えて いると ころで あると の答弁 がなさ れまし た。

また、 最近、 地域や 学校現 場にお いて、 学校の 統廃合 問題で 混乱を 招いて いるこ と
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に ついて 言及し 、当局 より、 平成十 一年に 学校適 正化基 本方針 が作成 され、 これに 基

づ き第一 期の南 小学校 と浜脇 小学校 の統合 に着手 したわ けであ るが、 旧市街 の残り 四

校 につい ては、 今回の 結果を 見た上 で検討 する予 定であ り、組 み合わ せや時 期につ い

て は白紙 の状態 である との答 弁がな された ところ であり ます。

このほ かに総 務課関 係、財 政課関 係につ いては 、当局 の説明 が適切 である とのこ と

で 、最終 的に採 決の結 果、議 第七十 七号平 成十四 年度別 府市一 般会計 補正予 算（第 三

号 ）関係 部分に ついて は、全 員異議 なく原 案のと おり可 決すべ きもの と決定 いたし ま

し た。

次に、 課税課 関係の 議第八 十号別 府市税 条例及 び別府 市都市 計画税 条例の 一部改 正

に ついて は、当 局の説 明を了 とし、 全員異 議なく 原案の とおり 可決す べきも のと決 定

し た次第 であり ます。

次に、 議第八 十三号 関係部 分から 、議第 八十九 号まで の各会 計補正 予算及 び第九 十

一 号の条 例改正 案の八 件につ いては 、職員 給与改 定関連 議案で ありま すが、 当局よ り、

人 件費に かかる 当初予 算は、 地方自 治法施 行規則 に基づ き、毎 年一月 一日現 在の現 員、

現 給で計 上して おり、 その後 の退職 、採用 の新陳 代謝及 び人事 異動等 に伴う 必要財 源

の 決算見 込み額 を精査 して今 回の補 正予算 を編成 したも のであ るが、 本年度 の人事 院

の 勧告内 容は、 厳しい 経済、 雇用情 勢を受 けて、 公務員 の月例 級が民 間を上 回って い

る ことに より、 官民給 与の逆 格差を 是正す るため 、昭和 二十三 年の給 与勧告 制度創 設

以 来、初 めて基 本給を マイナ ス改定 すると ともに 、扶養 手当に ついて も民間 の支給 状

況 を考慮 し、配 偶者に かかる 支給月 額を二 千円引 き下げ 、あわ せて世 帯全体 の生計 費

負 担に配 慮し、 子供三 人目以 降の支 給月額 を二千 円引き 上げる 内容と なって いる。

また、 一時金 につい ても、 一年間 におけ る民間 の支給 割合と の均衡 を図る ため、 支

給 月数を 〇・〇 五月分 引き下 げ、現 行の四 ・七月 分を四 ・六五 月分と し、三 月の期 末

手 当から 差し引 くこと になり 、さら に民間 との支 給回数 の均衡 を図る ため、 三月期 の

期 末手当 を平成 十五年 度より 廃止し 、六月 と十二 月の期 末・勤 勉手当 に再配 分する と

と もに、 あわせ て支給 割合を 改定す ること 等の内 容にな ってい る。な お、改 定の実 施

時 期につ いては 、平成 十五年 一月一 日より 実施の 予定で あり、 勧告内 容によ り給与 水

準 引き下 げの改 定であ るため 、官民 の年間 給与の 均衡を 図るた めの所 要の調 整措置 を

三 月の期 末手当 におい て調整 する考 えであ る旨の 説明が なされ ました 。

これに 対し委 員より 、人事 院勧告 に基づ いて給 与の改 定を実 施する もので あるが 、

県 下他市 の状況 はどの ように なって いるの か、と ただし たとこ ろ、当 局より 、十一 月

に 県下統 一で組 合交渉 を行い 、人事 院の勧 告を尊 重し実 施する ことで 合意に 達して い

る ところ である 、との 説明を 了とし 、職員 給与改 定関連 議案八 件につ いては 、いず れ
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も 全員異 議なく 原案の とおり 可決す べきも のと決 定いた しまし た。

最後に 、議第 八十三 号平成 十四年 度別府 市一般 会計補 正予算 （第四 号）消 防本部 関

係 部分に ついて 、これ は、南 立石マ ンショ ン火災 による 消防職 員の殉 職に伴 う一般 管

理 に要す る経費 の追加 額三千 二百七 十万円 であり 、この 内訳は 、別府 市消防 賞じゅ つ

金 及び殉 職者特 別賞じ ゅつ金 条例に 基づい て審査 委員会 を設置 し、審 査の結 果、条 例

第 三条の 二の規 定によ り、殉 職者の 遺族に 対し三 千万円 を授与 するよ う決定 された も

の であり 、二百 七十万 円につ いては 、十二 月二十 日に挙 行され る別府 市消防 本部葬 に

か かる経 費とし て予算 計上す るもの である との当 局説明 がなさ れまし た。

委員よ り、こ の条例 は、い つ制定 された もので あるの か、現 在の諸 々の情 勢から 判

断 を行っ たとき に、こ の金額 という のが果 たして 妥当で あるの か、見 直しの 時期で は

な いかと の質疑 がなさ れ、当 局より 、昭和 四十二 年三月 十七日 に別府 市消防 賞じゅ つ

金 条例が 制定さ れ、そ の後、 昭和五 十八年 四月一 日に殉 職者特 別賞じ ゅつ金 条例が つ

け 加えら れたも のであ り、金 額につ いては 、国の 準則に 従って 設定さ れてお り、当 初

は 一千五 百万円 であっ たもの が徐々 に改正 され、 現在の 金額に 至って いると の説明 が

な されま した。

また、 この金 額につ いては 、大分 県消防 長会や 九州、 国とい った組 織があ るので 、

金 額の見 直しを お願い してま いりた いとの 説明が なされ たとこ ろであ ります 。

ま た、殉 職者に 対して は、別 府市の 賞じゅ つ金の みの授 与しか 行われ ないの か、人 の

命 をお金 ではか ること はでき ないが 、一般 質問で も議論 があっ たとお りであ り、「 人

の 命は地 球より も重た い」と いう発 言があ った。 遺族の 心情等 を考え たとき に、議 会

の 議決を 受け、 別に見 舞金等 の形で 遺族に 対し、 せめて もの別 府市と しての 気持ち を

あ らわす ことは できな いのか との発 言に対 し、当 局より 、この ほかに 県の賞 じゅつ 金

と 国の賞 じゅつ 金が支 払われ る予定 である との答 弁がな されま した。

また、 当局よ り、今 回の事 故につ いては 、現在 二名の 職員が 入院加 療中で あり、 現

場 の状況 がいま だ判明 してい ない部 分もあ るので 、今後 も引き 続き調 査会等 を開催 し

御 報告申 し上げ たいと の発言 がなさ れたと ころで ありま すが、 委員会 におい ても、 必

要 ならば 調査会 の開催 を求め 、引き 続き原 因の究 明、対 策の検 討を行 ってい くこと を

確 認した ところ であり ます。

以上の ような 経過を 踏まえ 、最終 的に議 第八十 三号関 係部分 につい ては、 全員異 議

な く可決 すべき ものと 決定し た次第 であり ます。

以上、 当委員 会に付 託を受 けまし た議案 十件に 対する 審査の 経過と 結果に ついて の

御 報告と いたし ます。

何とぞ 議員各 位の御 賛同を お願い いたし ます。 （拍手 ）
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ｏ 議長（ 首藤 正君） 観光 経済委 員会委 員長。

（観光 経済委 員会委 員長・ 岩男三 男君登 壇）

ｏ 観光経 済委員 会委員 長（岩 男三男 君） 観光経 済委員 会は、 去る十 二月六 日の本 会

議 におい て付託 を受け ました 議第七 十七号 平成十 四年度 別府市 一般会 計補正 予算（ 第

三 号）関 係部分 につき まして 、十二 月十二 日に委 員会を 開会し 、慎重 に審査 をいた し

ま したの で、そ の経過 と結果 につい て御報 告申し 上げま す。

当局よ り、林 業総務 に要す る経費 の追加 額及び 林業振 興助成 に要す る経費 のうち 、

木 造施設 整備事 業費補 助金の 追加額 につい ては、 総称は 「木の 香る街 づくり 推進事

業 」であ り、こ れまで も県に おいて 平成四 年度か ら「豊 の国大 型木造 施設建 設促進 モ

デ ル事業 」、平 成九年 度から は「木 の香る ふるさ と施設 整備促 進事業 」を実 施し、 県

産 材の普 及に努 めてき たとこ ろであ り、本 年度よ り「木 の香る 街づく り推進 事業」 を

開 始した もので ある。 この事 業は、 全額県 補助で 行われ 、公共 的木造 施設の 建設を 推

進 するこ とで、 多くの 消費者 が「木 の良さ 」を直 接的に 体験し 実感す ること により 、

県 産材の 需要拡 大を図 ること を目的 にして いる。 このた びは、 市内の 児童養 護施設 一

カ 所、精 神障害 者更生 施設一 カ所に 対し補 助をし ようと するも のであ る。

森林整 備地域 活動支 援事業 補助金 につい ては、 近年、 森林所 有者の 高齢化 、過疎 に

よ る空洞 化等に より、 森林を 取り巻 く環境 が非常 に厳し くなっ ている 。この ままで は

国 土の保 全、水 源の涵 養及び 地球温 暖化の 防止等 、森林 の持つ 多面的 機能の 発揮に 支

障 を来す おそれ がある ため、 「森林 ・林業 基本法 」が平 成十三 年に制 定され 、国は 、

森 林所有 者によ る計画 的かつ 一体的 な森林 の施業 の実施 に不可 欠な森 林の現 況の調 査、

そ の他の 地域に おける 活動を 確保す るため の支援 を行お うとす るもの と規定 されて お

り 、その 具体的 な活動 として 、森林 の現況 調査、 境界の 確認、 測量、 作業道 の整備 等

を 行うも ので、 別府市 では三 百三十 七・六 ヘクタ ールが 対象と なって いると の説明 が

な されま した。

次に、 漁業後 継者育 成対策 預託金 につい ては、 平成十 三年四 月に各 漁業協 同組合 が、

県 漁協一 本化と なり、 その際 、預託 先を「 別府市 漁協」 から「 大分県 信用漁 業協同 組

合 連合会 」に変 更した が、こ のたび 、「大 分県漁 業共同 組合」 に預託 先変更 の要望 が

あ り、現 在、「 大分県 信用漁 業協同 組合連 合会」 に預託 してい るもの を一度 返済し て

い ただき 、新た に「大 分県漁 業協同 組合」 に預託 するも のであ る。

また、 漁港漁 村活性 化対策 に要す る経費 の追加 額では 、平成 十三年 度から 平成十 四

年 度にか けて、 県が亀 川漁港 を中心 に、敷 地内の 舗装及 び堆積 土のし ゅんせ つ工事 を

行 ってい るが、 工事内 容の変 更に伴 い追加 するも のであ る。さ らに、 この活 性化事 業

費 の増加 に伴い 、大分 県漁港 協会負 担金も 追加負 担を行 うため 、今回 補正を 計上し た

−６−



も のであ るとの 説明が なされ ました 。

以上の ような 当局説 明に対 し、委 員より 種々の 質疑が 交わさ れまし たが、 最終的 に、

い ずれも 当局の 説明を 了とし 、議第 七十七 号平成 十四年 度別府 市一般 会計補 正予算

（ 第三号 ）農林 水産課 関係部 分につ いては 、全員 異議な く原案 のとお り可決 すべき も

の と決定 いたし ました 。

以上で 、当委 員会に 付託を 受けま した議 案に対 する審 査の概 要と結 果の報 告を終 わ

り ます。

何とぞ 、議員 各位の 御賛同 をお願 いいた します 。（拍 手）

ｏ 議長（ 首藤 正君） 厚生 委員会 委員長 。

（厚生 委員会 委員長 山本一 成君登 壇）

ｏ 厚生委 員会委 員長（ 山本一 成君） 厚生 委員会 は、去 る十二 月六日 の本会 議にお い

て 付託を 受けま した議 第七十 七号平 成十四 年度別 府市一 般会計 補正予 算（第 三号） 関

係 部分外 二件に つきま して、 十二月 十二日 に委員 会を開 会し、 慎重に 審査を いたし ま

し たので 、この 経過と 結果に ついて 御報告 いたし ます。

最初に 、議第 七十七 号平成 十四年 度別府 市一般 会計補 正予算 （第三 号）関 係部分 を、

各 課ごと に御報 告いた します 。

まず、 環境安 全課関 係部分 につい て、墓 地管理 に関す る経費 の追加 額は、 本年、 梅

雨 時の豪 雨によ る浜脇 地区市 営柴尾 ・笹川 墓地の 災害復 旧工事 であり 、補修 工事に 伴

う 玉垣の 据替え 委託料 も含む もので あると の当局 の説明 を受け たとこ ろ、委 員より 、

こ の工事 は至極 当然の もので あるが 、別府 市全体 の市営 墓地の 管理に ついて 、墓地 台

帳 の整備 や墓地 内に敷 設され ている 水道の 管理を しっか りやっ てもら いたい との要 望

が あり、 当局の 、改善 を検討 すると の答弁 を了と した次 第であ ります 。

続いて 、障害 福祉課 関係部 分では 、心身 障害者 福祉事 務に要 する経 費の追 加額は 、

来 年度よ り身障 者の支 援費制 度が始 まるこ ととな り、こ れはそ の準備 のため の経費 で

あ り、主 に臨時 職員賃 金、Ｐ Ｒ用の パンフ レット の作成 費など で、国 より二 分の一 の

補 助が決 定して いる。 また、 ホーム ヘルプ サービ スに要 する経 費、重 度心身 障害者 医

療 扶助助 成に要 する経 費、在 宅重度 障害者 住宅整 備に要 する経 費のそ れぞれ の追加 額

は 、年度 当初の 見積も りを上 回る需 要が発 生した ための 措置で あると の説明 に対し 、

委 員より 、在宅 重度障 害者住 宅整備 に要す る経費 につい て、こ れは大 変よい 制度で あ

る ので、 来年の 予算で は当初 より拡 充して 予算措 置をし 、積極 的に障 害者住 宅の整 備

を 促進し てほし いとの 要望に 対し、 今まで は決算 額ベー スで予 算措置 をして きたが 、

今 後は意 向に沿 えるよ うに検 討いた したい との答 弁を了 とした 次第で ありま す。

次に、 社会福 祉課関 係部分 につい ては、 歳入部 分は十 三年度 決算の 結果、 国の補 助
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額 が決定 し、国 より新 たに交 付を受 ける差 引額を 計上し たもの であり 、歳出 部分に つ

い ては同 様に十 三年度 決算に より県 費分の 返納金 額が確 定し、 大分県 に対し 支出さ れ

る もので あると の当局 説明を 了とし たもの であり ます。

続いて 、児童 家庭課 関係部 分であ ります が、当 局より 、児童 福祉関 連では 、児童 手

当 支給に 要する 経費の 追加額 につい ては、 昨年六 月の所 得制限 の緩和 や昨今 の景気 の

影 響で受 給額が 増加し 、追加 補正す るもの であり 、児童 健全育 成に要 する経 費の追 加

額 は、放 課後児 童クラ ブの土 曜・祝 日など の制度 改正に よる委 託料の 追加額 である 。

次 に保育 所関連 では、 保育所 入所に 要する 経費の 追加額 は、主 に民間 保育園 の入所 児

童 延べ八 百四十 八名の 増加に よる委 託料の 増加及 び市立 保育所 の保育 に関す る経費 の

追 加額は 、公立 保育所 の入所 児童延 べ四百 九十五 名の増 加に要 する経 費であ り、本 年

度 より開 所時間 を三十 分延長 したこ とが増 加要因 になっ たもの と考え られる 。今後 も、

待 機児童 解消の ため最 善を尽 くして いきた いとの 説明が なされ ました 。また 、施設 の

改 善では 、今後 実施予 定の中 央保育 所の大 規模改 修に備 えた耐 震調査 を今年 度行う た

め の委託 料を計 上し、 南部地 区の中 核を担 う同保 育所で 、安全 に快適 に児童 が過ご せ

る よう整 備いた したい との説 明がな され、 これを 了とし たとこ ろであ ります 。

最後に 、保健 医療課 関連に ついて は、重 度心身 障害者 医療助 成に要 する経 費の追 加

は 、本年 度の決 算見込 みを計 った上 で、不 足が生 じると 思われ るので 補正措 置をす る

も のであ るとの 当局説 明を了 とした ところ であり ます。

最終的 に議第 七十七 号関連 部分に つきま しては 、各担 当課ご とそれ ぞれ採 決の結 果、

す べて全 員異議 なく可 決すべ きもの と決定 いたし ました 。

次に、 議第七 十九号 特別職 の職員 で非常 勤のも のの報 酬及び 費用弁 償に関 する条 例

の 一部改 正につ いて、 及び議 第八十 一号別 府市国 民健康 保険税 条例の 一部改 正につ い

て は、担 当課の 説明を それぞ れ適切 妥当と 認め、 採決の 結果、 いずれ も全員 異議な く

可 決すべ きもの と決定 いたし ました 。

以上で 当委員 会に付 託を受 けまし た議案 の審査 の経過 と結果 につい て報告 を終わ り

ま す。

何とぞ 議員各 位の御 賛同を よろし くお願 いいた します 。（拍 手）

ｏ 議長（ 首藤 正君） 以上 で、各 常任委 員会委 員長の 報告は 終わり ました 。

少数意 見者の 報告は ありま せんの で、こ れより 討論を 行いま す。

討論の 通告が ありま すので 、発言 を許し ます。

（四番 ・平野 文活君 登壇）

ｏ 四番（ 平野文 活君） 私は 、議第 九十一 号職員 給与に 関する 条例改 正に関 連して 討

論 を行い ます。
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今日の 長引く 不況は 、明ら かに個 人消費 の冷え 込みに よる消 費不況 であり ます。 し

か も別府 市の中 心産業 は、観 光産業 を中心 とした 消費型 産業で あり、 消費不 況の影 響

を もろに 受けて おりま す。そ の結果 、別府 市民の 平均所 得の県 内ラン クは下 がり続 け

て おりま す。市 内では 賃金の 遅配も あると 聞いて おりま す。こ うした 状況の 中では 、

今 回の職 員給与 の改定 は、や むを得 ない措 置とし て賛成 をいた します 。同時 に、こ う

し た措置 をとる 以上、 職員だ けに痛 みを押 しつけ るだけ でなく 、市長 を含む 三役の 給

与 や退職 金、議 員報酬 や議会 費の縮 減を検 討する のは当 然の方 向であ ります 。また 、

そ こで生 まれた 財源は 、低所 得者対 策など 不況に 苦しむ 市民の ために 有効活 用すべ き

で ありま す。

最後に 、ここ まで不 況を深 刻にし たのは 、小泉 自・公 ・保内 閣の失 政の結 果であ り

ま す。そ の失政 に対す る反省 もなく 、不良 債権処 理の加 速策で 大量の 倒産や 失業を 生

み 出し、 さらに 医療、 介護、 年金、 雇用保 険など 、社会 保障分 野での 三兆円 負担増 な

ど を国民 に押し つける などは 、経済 政策と しても 愚策で ありま す。政 府に対 しても 、

個 人消費 を直接 温める 経済政 策に転 換する ことを 強く求 めて、 討論を 終わり ます。

ｏ 議長（ 首藤 正君） 以上 で、通 告によ る討論 は終わ りまし た。こ れにて 討論を 終

結 いたし ます。

これよ り、上 程中の 全議案 につい て採決 を行い ます。

上程中 の議第 七十七 号平成 十四年 度別府 市一般 会補正 予算（ 第三号 ）から 、議第 九

十 一号別 府市職 員の給 与に関 する条 例等の 一部改 正につ いてま で、以 上十五 件に対 す

る 各委員 長の報 告は、 いずれ も原案 可決で ありま す。以 上十五 件につ いて、 各委員 長

報 告のと おり決 するこ とに御 異議あ りませ んか。

〔 「異議 なし」 と呼ぶ 者あり 〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 御異 議なし と認め ます。

よって 、以上 十五件 は、各 委員長 報告の とおり 可決さ れまし た。

次に、 日程第 二によ り、報 告第十 六号市 長専決 処分に ついて 及び報 告第十 七号寄 附

受 納につ いての 二件の 報告が 提出さ れてお ります ので、 一応当 局の説 明を求 めます 。

ｏ 助役（ 安倍一 郎君） 御報 告いた します 。

報告第 十六号 は、普 通自動 車損傷 事故の 和解に つきま して、 地方自 治法第 百八十 条

第 一項の 規定に より専 決処分 いたし ました ので、 同条第 二項の 規定に より報 告する も

の であり ます。

報告第 十七号 は、寄 附受納 の報告 であり ますが 、消防 関係に おきま して御 寄附を い

た だいて おりま す。詳 細は、 お手元 の報告 書のと おりで ありま すので 省略さ せてい た

だ きます が、こ の場を お借り して厚 く御礼 申し上 げます 。
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以上、 二件に つきま して御 報告い たしま す。

ｏ 議長（ 首藤 正君） 以上 で、当 局の説 明は終 わりま した。

報告第 十六号 及び報 告第十 七号の 二件に ついて 質疑の ある方 は、発 言を許 します 。

〔 「なし 」と呼 ぶ者あ り〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 別に 質疑も ないよ うであ ります ので、 以上で 質疑を 打ち切 り

ま す。

以上二 件の報 告は、 議会に 対する 報告で ありま すので 、御了 承願い ます。

次に、 日程第 三によ り、議 員提出 議案第 十六号 北朝鮮 による 拉致問 題の徹 底解明 を

求 める意 見書か ら、議 員提出 議案第 二十二 号ＷＴ Ｏ農業 交渉等 に関す る意見 書まで 、

以 上七件 を一括 上程議 題とい たしま す。

まず、 議員提 出議案 第十六 号につ いて、 提出者 から提 案理由 の説明 を求め ます。

（九番 ・堀本 博行君 登壇）

ｏ 九番（ 堀本博 行君） 議員 提出議 案第十 六号は 、お手 元に配 付して ありま す意見 書

を 読み上 げて、 提案理 由の説 明にか えさせ ていた だきま す。

北朝鮮 による 拉致問 題の徹 底解明 を求め る意見 書

北朝鮮 による 日本人 拉致問 題は、 北朝鮮 による 、我が 国の主 権を侵 害した 国家犯 罪

で あると ともに 、人道 に反す る犯罪 でもあ る。長 い間、 北朝鮮 が頑強 に否定 し、闇 に

葬 ろうと してき たこの 国家犯 罪も、 小泉首 相の訪 朝によ り、北 朝鮮の 最高権 力者で あ

る 金正日 国防委 員長が 、その 犯罪行 為を認 め謝罪 したこ とは、 この拉 致問題 の解決 に

一 定の前 進をも たらす ものと して評 価され よう。 しかし ながら 、こう した謝 罪の言 葉

と は裏腹 に、「 拉致問 題は解 決済み 」とい う北朝 鮮側の 見解に 我々は 強く抗 議する と

と もに、 北朝鮮 側が提 供して きた「 死亡し た」と される 拉致被 害者に 関する 資料の 杜

撰 さに、 改めて 怒りを 感ぜざ るを得 ない。

今般、 生存が 確認さ れた拉 致被害 者五名 が、二 十四年 ぶりに 祖国の 土を踏 み、家 族

や 故郷の 旧知の 友人た ちと再 会を果 たすこ とがで きたが 、二十 四年と いう長 きにわ た

っ て一般 市民を 無法に 拉致・ 拘束し 、最愛 の家族 にさえ 一切の 消息を 知らせ ないで き

た 北朝鮮 の非人 道性に 改めて 慄然と せざる を得な い。我 々は、 改めて 北朝鮮 に対し 強

く 抗議す るとと もに、 政府の これま での拉 致問題 への取 り組み に対し ても遺 憾の意 を

表 すもの である 。日朝 国交正 常化は 重大な 懸案で はある が、拉 致問題 という 重大犯 罪

の 解明と 解決な しには あり得 ないこ とを、 政府は 肝に銘 ずるべ きであ る。

よって 、別府 市議会 は、北 朝鮮に 対し言 葉によ る謝罪 に止ま らず、 誠意と 責任あ る

対 応を求 めると ともに 、政府 に対し 以下の 事項に ついて 、拉致 家族の 意向を 体した 対

応 を強く 求める もので ある。
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記

一 、北朝 鮮に残 された 家族の 帰国を 早期に 実現す ること 。

二 、「死 亡した 」とさ れ、生 存が確 認され ていな い拉致 被害者 に関す る正確 な情報 と

現 地調査 を北朝 鮮に求 めると ともに 、拉致 の疑い が指摘 されて いる他 の事件 につい て

も 、徹底 的な調 査と解 明を北 朝鮮に 求める こと。

三 、拉致 は北朝 鮮によ る国家 犯罪で あり、 被害者 の人権 と人生 の大半 を犠牲 にさせ た

こ とに対 し、北 朝鮮に よる国 家補償 を求め ること 。

四 、拉致 被害者 及びそ の家族 に対し 、特別 立法も 含め、 我が国 政府に よる手 厚い支 援

を 行うこ と。

五 、北朝 鮮に対 し、核 開発の 即時停 止及び 生物兵 器の撤 廃と工 作船等 による 違法な 情

報 収集を 直ちに やめる ように 求める こと。

以上、 地方自 治法第 九十九 条の規 定に基 づき、 意見書 を提出 する。

平 成十四 年十二 月十七 日

別 府 市 議 会

内閣総 理大臣

外務大 臣

衆議院 議長

参議院 議長 殿

何とぞ 、議員 各位の 御賛同 をよろ しくお 願いを いたし ます。 （拍手 ）

ｏ 議長（ 首藤 正君） 以上 で、提 案理由 の説明 は終わ りまし た。

こ れより 質疑を 行いま す。

〔 「なし 」と呼 ぶ者あ り〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） お諮 りいた します 。

別に質 疑もな いよう であり ますの で、以 上で質 疑を終 結いた します 。

これよ り討論 に入り ます。 討論の 通告が ありま すので 、発言 を許し ます。

（一番 ・猿渡 久子君 登壇）

ｏ 一番（ 猿渡久 子君） 議員 提出議 案第十 六号北 朝鮮に よる拉 致問題 の徹底 解明を 求

め る意見 書に対 し、賛 成の立 場から 討論を 行いま す。

私たち 日本共 産党は 、一九 八八年 に橋本 敦参議 院議員 ーー当 時ーー が、参 議院予 算

委 員会で 拉致疑 惑を政 府に認 めさせ 、九九 年に不 破哲三 委員長 ーー当 時ーー は、衆 院

本 会議で 、北朝 鮮との 交渉ル ートを 確立し 、解決 すべき と提案 するな ど、国 会でも 前

向 きに取 り組ん できま した。 この拉 致問題 は、重 大な国 家犯罪 であり 、許さ れるも の

で はあり ません 。北朝 鮮は謝 罪すべ きであ り、家 族の早 期帰国 、徹底 的な調 査と解 明
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を 北朝鮮 に求め ること など、 早期解 決を図 ること は当然 であり 、賛成 であり ます。

（ 発言す る者あ り）

ｏ 議長（ 首藤 正君） 以上 で、通 告によ る討論 は終わ りまし た。こ れにて 討論を 終

結 いたし ます。

上程中 の議員 提出議 案第十 六号に ついて は、委 員会付 託を省 略し、 これよ り採決 を

行 いたい と思い ますが 、御異 議あり ません か。

〔 「異議 なし」 と呼ぶ 者あり 〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 御異 議なし と認め ます。

よって 、以上 で上程 中の議 員提出 議案第 十六号 につい ては委 員会付 託を省 略し、 こ

れ より採 決を行 います 。

上程中 の議員 提出議 案第十 六号に ついて は、原 案のと おり決 するこ とに御 異議あ り

ま せんか 。

〔 「異議 なし」 と呼ぶ 者あり 〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 御異 議なし と認め ます。

よって 、本件 は原案 のとお り可決 されま した。

次に、 議員提 出議案 第十七 号につ いて、 提出者 から提 案理由 の説明 を求め ます。

（二十 四番・ 原 克 実君登 壇）

ｏ 二十四 番（原 克実 君） 議員提 出議案 第十七 号は、 お手元 に配付 してあ ります 意

見 書を読 み上げ て、提 案理由 の説明 にかえ させて いただ きます 。

児 童扶養 手当制 度の見 直しに 関する 意見書

現下に おける 日本の 厳しい 経済状 況の中 で、離 婚の急 速な増 加等に より母 子家庭 は

年 々増え 続け、 現在で は実に 九十五 万世帯 を超え ている 。その 一方で 、母子 家庭の 平

均 年収は 約二百 三十万 円と伸 び悩み 、一般 世帯の 約三分 の一と いう低 い水準 にとど ま

っ ている など、 母子家 庭を取 り巻く 環境は 非常に 厳しい 実情に あり、 母子家 庭への 十

分 な理解 ときめ 細かな 配慮が 必要で ある。

このよ うな厳 しい状 況の中 で限ら れた政 府の財 政事情 を勘案 しなが ら、児 童扶養 手

当 制度を 安定的 に維持 しつつ 、就労 支援を はじめ とする 母子家 庭が自 立する ための 総

合 的な支 援対策 に取り 組むこ とが必 要であ る。ま た、そ の実効 性を確 保する ための 必

要 な財源 の確保 と体制 整備が 必要で ある。

更に、 日本の 社会で は、離 婚した 場合の 養育費 の支払 い状況 が極め て低い という 現

状 がある 。離婚 をして も、自 らの子 どもを 養育す る責任 がある ことを 明確に すると と

も に、養 育費の 確保を 確実と するた めの実 効性の ある措 置が求 められ ている 。

よ って、 政府に おいて は、以 下の施 策の確 立を図 るべき である 。
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記

一 、平成 十五年 度予算 編成に おいて 、児童 扶養手 当への 物価ス ライド の適用 につい て

は 、慎重 にする こと。

二 、母子 家庭の 母親の 就労支 援や保 育サー ビスの 確保な ど、自 立のた めの総 合的な 施

策 の実施 を図る ために 必要な 予算を 確保す ること 。

三 、養育 費の確 保のた め、実 効性あ る措置 を講じ ること 。

四 、五年 後の減 額措置 の検討 にあた っては 、就労 支援等 の実施 状況や 経済社 会情勢 を

十 分に勘 案する こと。

以上、 地方自 治法第 九十九 条の規 定に基 づき、 意見書 を提出 する。

平 成十四 年十二 月十七 日

別 府 市 議 会

衆議院 議長

参議院 議長

内閣総 理大臣

財務大 臣

厚生労 働大臣 殿

何とぞ 議員各 位の御 賛同を お願い いたし ます。 （拍手 ）

ｏ 議長（ 首藤 正君） 以上 で、提 案理由 の説明 は終わ りまし た。

これよ り質疑 を行い ます。

〔 「なし 」と呼 ぶ者あ り〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） お諮 りいた します 。

別に質 疑もな いよう であり ますの で、以 上で質 疑を打 ち切り 、委員 会付託 、討論 を

省 略し、 これよ り採決 を行い たいと 思いま すが、 御異議 ありま せんか 。

〔 「異議 なし」 と呼ぶ 者あり 〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 御異 議なし と認め ます。

よって 、以上 で質疑 を打ち 切り、 委員会 付託、 討論を 省略し て、こ れより 採決を 行

い ます。

上程中 の議員 提出議 案第十 七号に ついて は、原 案のと おり決 するこ とに御 異議あ り

ま せんか 。

〔 「異議 なし」 と呼ぶ 者あり 〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 御異 議なし と認め ます。

よって 、本件 は原案 のとお り可決 されま した。

次に、 議員提 出議案 第十八 号につ いて、 提出者 から提 案理由 の説明 を求め ます。
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（四番 ・平野 文活君 登壇）

ｏ 四番（ 平野文 活君） 議員 提出議 案第十 八号は 、お手 元に配 付して ありま す意見 書

を 読み上 げて、 提案理 由の説 明にか えさせ ていた だきま す。

イラ クに対 する武 力攻撃 に反対 し、平 和的解 決を求 める意 見書

イラク は、十 一月十 三日、 同国の 大量破 壊兵器 査察に 関する 国連安 全保障 理事会 決

議 一四四 一を無 条件に 受諾し 、十一 月二十 七日か ら国連 の抜き 打ちの 査察が 始まり ま

し た。

アメリ カは、 イラク に義務 違反が あれば 、国連 決議が 無くと も武力 攻撃で きるか の

よ うな見 解を示 してい ますが 、国連 憲章は 、侵略 された 際の自 衛反撃 以外に は国家 に

よ る武力 行使を 、いか なる国 にも許 してい ません 。この 決議一 四四一 は、イ ラク側 の

義 務違反 が、自 動的に 武力制 裁につ ながら ないこ とをも 明確に 規定し ていま す。イ ラ

ク は、武 力攻撃 の口実 を与え ないよ うに誠 実に国 連に協 力すべ きであ ります 。

よ って、 日本政 府に次 のこと を要望 します 。

記

一 、イラ クに対 して、 無条件 に誠実 に査察 を受け るよう 働きか けるこ と。

二 、アメ リカに 対して 、武力 攻撃を せず、 平和的 解決を 図るよ う働き かける こと。

以上、 地方自 治法第 九十九 条の規 定に基 づき、 意見書 を提出 する。

平 成十四 年十二 月十七 日

別 府 市 議 会

内 閣 総 理 大 臣

外 務 大 臣 殿

何とぞ 議員各 位の御 賛同を お願い いたし ます。 （拍手 ）

ｏ 議長（ 首藤 正君） 以上 で、提 案理由 の説明 は終わ りまし た。

これよ り質疑 を行い ます。

〔 「なし 」と呼 ぶ者あ り〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） お諮 りいた します 。別に 質疑も ないよ うであ ります ので、 以

上 で質疑 を打ち 切り、 委員会 付託、 討論を 省略し 、これ より採 決を行 いたい と思い ま

す が、御 異議あ りませ んか。

〔 「異議 なし」 と呼ぶ 者あり 〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 御異 議なし と認め ます。

よって 、以上 で質疑 を打ち 切り、 委員会 付託、 討論を 省略し 、これ より採 決を行 い

ま す。

上 程中の 議員提 出議案 第十八 号につ いては 、原案 のとお り決す ること に賛成 の諸君 の
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起 立を求 めます 。

〔 賛成者 起立〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 起立 多数で ありま す。

よって 、本件 は原案 のとお り可決 されま した。

次に、 議員提 出議案 第十九 号につ いて、 提出者 から提 案理由 の説明 を求め ます。

（一番 ・猿渡 久子君 登壇）

ｏ 一番（ 猿渡久 子君） 議員 提出議 案第十 九号は 、お手 元に配 付して ありま す意見 書

を 読み上 げて、 提案理 由の説 明にか えさせ ていた だきま す。

雇用保 険の保 険料引 き上げ 、給付 削減を 行わな いこと を求め る意見 書

政府の 「景気 底入れ 」宣言 をよそ に、国 民生活 と中小 企業経 営、地 域経済 は、深 刻

の 度を深 めてい ます。 七月の 完全失 業率は 、史上 最悪に 近い五 ・四％ 、完全 失業率 は

三 百五十 二万人 、潜在 的失業 者を含 めると 一〇％ 、九百 万人を 超す事 態とな ってい ま

す 。これ からも 大企業 の大規 模なリ ストラ の強行 と、政 府が進 める不 良債権 の「最 終

処 理」が もたら す中小 企業の 倒産に よって 、さら なる大 量失業 が生み 出され ること は

必 至です 。かつ てない 労働者 の大量 失業は 、労働 者生活 はもと より、 地域経 済・社 会

の 深刻な 破壊を もたら すもの として 、雇用 不安の 解消は 一刻の 猶予も できな いもの に

な ってい ます。 現在の 雇用保 険財政 の危機 を招い ている 要因は 、大企 業によ る大規 模

な リスト ラと、 その影 響を受 けた中 小企業 の倒産 による 失業者 の増大 です。

こうし た状況 のもと で今政 府に求 められ ている ことは 、雇用 保険財 政の解 決を失 業

者 と現在 の就労 者に負 担させ るので はなく 、国庫 負担の 増額と 大企業 を中心 とした リ

ス トラ、 人減ら しの規 制を強 化する ことで す。と くに求 職者数 にくら べると 求人件 数

が 圧倒的 に少な いこと や、年 齢等に よる再 就職が 困難な 中で、 失業者 にとっ て事実 上

の 生活保 障にな ってい る雇用 保険の 給付が 削減さ れるこ とはゆ るされ ません 。した が

っ て、失 業者の 生活保 障をま もり、 新たな 雇用不 安を拡 大させ ないた めにも 、ここ に

意 見書を 提出し ます。

記

一 、雇用 保険財 政への 国庫負 担を、 元通り 失業給 付の三 分の一 に引き 上げ、 十月実 施

の 保険料 引き上 げや来 年度に 計画さ れてい る給付 額の削 減、給 付期間 の短縮 をやめ る

こ と。

以上、 地方自 治法第 九十九 条の規 定に基 づき、 意見書 を提出 する。

平 成十四 年十二 月十七 日

別 府 市 議 会

内閣総 理大臣

−１５−



厚生労 働大臣 殿

何とぞ 議員各 位の御 賛同を お願い いたし ます。 （拍手 ）

ｏ 議長（ 首藤 正君） 以上 で、提 案理由 の説明 は終わ りまし た。

これよ り質疑 を行い ます。

〔 「なし 」と呼 ぶ者あ り〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） お諮 りいた します 。

別に質 疑もな いよう であり ますの で、以 上で質 疑を打 ち切り 、委員 会付託 、討論 を

省 略し、 これよ り採決 を行い たいと 思いま すが、 御異議 ありま せんか 。

〔 「異議 なし」 と呼ぶ 者あり 〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 御異 議なし と認め ます。

よって 、以上 で質疑 を打ち 切り、 委員会 付託、 討論を 省略し 、これ より採 決を行 い

ま す。

上程中 の議員 提出議 案第十 九号に ついて は、原 案のと おり決 するこ とに賛 成の諸 君

の 起立を 求めま す。

〔 賛成者 起立〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 起立 少数で ありま す。

よって 、本件 は否決 されま した。

次に、 議員提 出議案 第二十 号につ いて、 提出者 から提 案理由 の説明 を求め ます。

（八番 ・野田 紀子君 登壇）

ｏ 八番（ 野田紀 子君） 提出 議案第 二十号 は、お 手元に 配付し てあり ます意 見書を 読

み 上げて 、提案 理由の 説明に かえさ せてい ただき ます。

年金支 給削減 反対を 求める 意見書

政府が 決定し た二〇 〇三年 度予算 の大枠 「予算 の全体 像」は 、経済 を「活 性化」 す

る として 、法人 税負担 の軽減 などの 「減税 」を打 ち出し ました 。とこ ろが、 「減税 」

の ための 財源は 、将来 の増税 をあて にした 「つな ぎ国債 」です 。大企 業のた めの減 税

の 規模は 一兆円 といわ れ、財 界がこ ぞって 要求し ている 法人税 率の引 き下げ が、一 番

の 注目と なって います 。

これま で政府 は、大 企業優 遇の景 気対策 を繰り 返して きまし たが、 景気を 立て直 す

有 効な「 需要創 出」に はなり ません でした 。大企 業に「 減税」 した分 だけ将 来の国 民

の 負担が 増える のでは 、家計 消費は 冷え込 み、景 気の回 復どこ ろでは ありま せん。 先

の 国会で は、政 府・与 党が強 行した 医療改 悪法案 では、 健保本 人三割 負担な どによ る

国 民負担 増は、 厚生労 働省発 表では 一兆五 千百億 円とな り、さ らに来 年度の 介護保 険

料 の見直 し、年 金保険 、雇用 保険料 率の引 き上げ など、 政府が ねらう 社会保 障の負 担
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増 や給付 削減は 、二〇 〇三年 度に合 計三兆 二千四 百億円 にもな ります 。特に 高齢者 の

生 活保障 である 年金の 給付を 削減す ること は、憲 法第二 十五条 の生存 権にも かかわ る

重 要な問 題です 。しか も、地 方に行 くほど 年金が 地域経 済に与 える影 響が大 きく、 年

金 支給削 減は地 域経済 再生の 大きな 足かせ となり ます。

つきま しては 、高齢 者の生 活保障 と地域 経済再 生、景 気回復 のため に、こ こに意 見

書 を提出 します 。

記

一 、年金 の物価 スライ ド凍結 解除に 伴う支 給額の 削減は 行わな いこと 。

以上、 地方自 治法第 九十九 条の規 定に基 づき、 意見書 を提出 いたし ます。

平 成十四 年十二 月十七 日

別 府 市 議 会

内閣総 理大臣

厚生労 働大臣 殿

何とぞ 議員各 位の御 賛同を お願い いたし ます。 （拍手 ）

ｏ 議長（ 首藤 正君） 以上 で、提 案理由 の説明 は終わ りまし た。

これよ り質疑 を行い ます。

〔 「なし 」と呼 ぶ者あ り〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） お諮 りいた します 。

別に質 疑もな いよう であり ますの で、以 上で質 疑を打 ち切り 、委員 会付託 、討論 を

省 略し、 これよ り採決 を行い たいと 思いま すが、 御異議 ありま せんか 。

〔 「異議 なし」 と呼ぶ 者あり 〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 御異 議なし と認め ます。

よって 、以上 で質疑 を打ち 切り、 委員会 付託、 討論を 省略し 、これ より採 決を行 い

ま す。

上程中 の議員 提出議 案第二 十号に ついて は、原 案のと おり決 するこ とに賛 成の諸 君

の 起立を 求めま す。

〔 賛成者 起立〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 起立 多数で ありま すす。

よって 、本件 は原案 のとお り可決 されま した。

次に、 議員提 出議案 第二十 一号に ついて 、提出 者から 提案理 由の説 明を求 めます 。

（十番 ・田中 祐二君 登壇）

ｏ 十番（ 田中祐 二君） 議員 提出議 案第二 十一号 は、お 手元に 配付し てあり ます意 見

書 を読み 上げて 、提案 理由の 説明に かえさ せてい ただき ます。
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「食の 安全」 に関す る意見 書

ＢＳＥ （牛海 綿状脳 症）、 偽装牛 肉事件 の多発 、Ｏー １５７ の集団 感染事 件、中 国

か らの輸 入野菜 におけ る残留 農薬な ど、食 品の安 全にか かわる 問題等 が、国 民の食 品

安 全行政 に対す る不信 を増大 させて いる。 また、 政府の 食品安 全行政 に関す る関係 閣

僚 会議な どでは 、食糧 庁の廃 止、新 リスク 評価機 関の設 置、農 林水産 省内の 組織・ 事

務 事業の 再編・ 見直し などが 論議さ れてい るよう である が、我 が国の 主要食 糧であ る

米 の需給 や価格 の安定 につい ては、 今まで のよう に政府 の責任 におい て決定 するこ と

を 要望す る。

以上、 総合的 な食品 安全行 政の確 立・拡 充に向 けて、 下記の 事項の 実現を 強く要 望

い たしま す。

記

一 、生産 から消 費まで 一貫し た安全 で安心 な食べ 物を安 定的に 供給す るシス テムづ く

り と、そ の政策 を推進 する食 品安全 行政の 確立を めざす こと。

二 、現在 の食品 安全の 法体系 は、所 管省庁 別の法 律にな ってい るので 、新た にフー ド

シ ステム を包括 する食 糧安全 基本法 を制定 するこ と。

三 、我が 国の主 要食糧 である コメの 需給と 価格の 安定に ついて は、政 府の責 任にお い

て 決定す ること 。

以上、 地方自 治法第 九十九 条の規 定に基 づき、 意見書 を提出 する。

平 成十四 年十二 月十七 日

別 府 市 議 会

衆議院 議長

参議院 議長

内閣総 理大臣

農林水 産大臣 殿

以上、 何とぞ 議員各 位の御 賛同を お願い いたし ます。 （拍手 ）

ｏ 議長（ 首藤 正君） 以上 で、提 案理由 の説明 は終わ りまし た。

これよ り質疑 を行い ます。

〔 「なし 」と呼 ぶ者あ り〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） お諮 りいた します 。別に 質疑も ないよ うであ ります ので、 以

上 で質疑 を打ち 切り、 委員会 付託、 討論を 省略し 、これ より採 決を行 いたい と思い ま

す が、御 異議あ りませ んか。

〔 「異議 なし」 と呼ぶ 者あり 〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 御異 議なし と認め ます。
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よって 、以上 で質疑 を打ち 切り、 委員会 付託、 討論を 省略し 、これ より採 決を行 い

ま す。

上程中 の議員 提出議 案第二 十一号 につい ては、 原案の とおり 決する ことに 御異議 あ

り ません か。

〔 「異議 なし」 と呼ぶ 者あり 〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 御異 議なし と認め ます。

よって 、本件 は原案 のとお り可決 されま した。

次に、 議員提 出議案 第二十 二号に ついて 、提出 者から 提案理 由の説 明を求 めます 。

（二番 ・吉冨 英三郎 君登壇 ）

ｏ 二番（ 吉冨英 三郎君 ） 議 員提出 議案第 二十二 号は、 お手元 に配付 してあ ります 意

見 書を読 み上げ て、提 案理由 の説明 にかえ させて いただ きます 。

Ｗ ＴＯ農 業交渉 等に関 する意 見書

ＷＴＯ 農業交 渉は、 来年三 月末を 目途に 交渉の 大枠と なるモ ダリテ ィーの 確立に 向

け て、関 係国、 グルー プ間で 精力的 な協議 が続け られて おり、 交渉は 山場を 迎えよ う

と してい ます。 わが国 は、「 多様な 農業の 共存」 を基本 に、「 市場ア クセス 」分野 や

「 国内指 示」の 分野に おいて 、農業 の多面 的機能 を中心 とした 非貿易 的関心 事項へ の

配 慮を強 く求め ており ます。

米国や ケアン ズグル ープな ど農産 物輸出 国は、 農業の 多面的 機能を 認めよ うとせ ず、

農 産物貿 易を工 業製品 と同じ ルール にする ことを 主張し 、全て の関税 率を二 五％以 下

に するこ とや、 ミニマ ム・ア クセス の大幅 な拡大 を求め ていま す。万 一、こ の交渉 に

お いてア メリカ やケア ンズグ ループ が主張 する内 容を基 本とし たモダ リティ ーが確 立

さ れるよ うなこ ととな れば、 農産物 輸入は 一層増 大し、 国内農 業を大 きく圧 迫して 、

ひ いては わが国 農業・ 農村の 崩壊に つなが りかね ません 。さら に、こ のよう な状況 に

な れば、 農業の 持続的 発展、 食糧の 安定供 給や多 面的機 能の発 揮など 、農業 ・農村 の

果 たして いる役 割を維 持する ことは 不可能 となり ます。

また、 わが国 と他国 との間 で、自 由貿易 協定に 向けた 検討が 開始さ れてい ますが 、

自 由貿易 協定は 関税撤 廃を基 本とす るもの であり 、ＷＴ Ｏ農業 交渉に おける わが国 提

案 内容を 十分踏 まえた 対応が 必要な ことは 言うま でもあ りませ ん。

よって 、政府 におか れまし ては、 生産者 が安心 して農 業を継 続でき るよう 、日本 提

案 実現に 向け不 退転の 決意で 交渉を 行うこ とを求 めるた め、次 の内容 の実現 を要望 し

ま す。

記

一 、ＷＴ Ｏの農 業交渉 につい て
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①「多 様な農 業の共 存」を 基本と したわ が国提 案の実 現をは かるた め、農 業の多 面

的機能 などの 「非貿 易的関 心事項 」が配 慮され たモダ リティ ーを確 立する こと。

②アメ リカや ケアン ズグル ープの 提案を 断固拒 否する ととも に、Ｍ Ａ制度 の是正 を

含む見 直しを 実施し 、米の 総合的 な国境 調整措 置を堅 持する こと。 また、 関税に つ

いては 、品目 毎に柔 軟性を 確保で きる削 減方式 とする こと。

③ＷＴ Ｏ農業 交渉は 、生産 者だけ の課題 ではな く国民 的な課 題であ ること から、 国

民的理 解促進 のため の対策 を積極 的に展 開する こと。

二 、自由 貿易協 定につ いて

①農林 水産物 につい ては、 品目毎 の事情 を十分 に検討 し、国 内関係 品目に 影響が 生

じない よう対 応する こと。

②食糧 自給率 の極端 に低い 現状や 将来の 食糧需 要に関 する国 民の懸 念に十 分配慮 し

対応す ること 。

以上、 地方自 治法第 九十九 条の規 定に基 づき、 意見書 を提出 する。

平 成十四 年十二 月十七 日

別 府 市 議 会

内閣総 理大臣

農林水 産大臣

外務大 臣 殿

以上、 何とぞ 議員各 位の御 賛同を お願い いたし ます。 （拍手 ）

ｏ 議長（ 首藤 正君） 以上 で、提 案理由 の説明 は終わ りまし た。

これよ り質疑 を行い ます。

〔 「なし 」と呼 ぶ者あ り〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） お諮 りいた します 。

別に質 疑もな いよう であり ますの で、以 上で質 疑を打 ち切り 、委員 会付託 、討論 を

省 略し、 これよ り採決 を行い たいと 思いま すが、 御異議 ありま せんか 。

〔 「異議 なし」 と呼ぶ 者あり 〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 御異 議なし と認め ます。

よって 、以上 で質疑 を打ち 切り、 委員会 付託、 討論を 省略し 、これ より採 決を行 い

ま す。

上程中 の議員 提出議 案第二 十二号 につい ては、 原案の とおり 決する ことに 御異議 あ

り ません か。

〔 「異議 なし」 と呼ぶ 者あり 〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 御異 議なし と認め ます。
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よって 、本件 は原案 のとお り可決 されま した。 （「動 議」と 呼ぶ者 あり）

ｏ 十二番 （後藤 健介君 ） 私 は、次 期市議 会議員 の選挙 から、 地方税 等の納 入証明 を

提 出する 件につ きまし ての決 議書を 提案さ せてい ただき たいと 思いま す。（ 「賛成 」

と 呼ぶ者 あり）

ｏ 議長（ 首藤 正君） ただ いま、 十二番 後藤健 介君か ら動議 が提出 され、 所定の 賛

成 者があ ります ので、 動議は 成立い たしま した。

この際 、本動 議を日 程に追 加し、 直ちに 議題と するこ とに御 異議あ りませ んか。

〔 「異議 なし」 と呼ぶ 者あり 〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 御異 議なし と認め ます。

よって 、この 際、本 動議を 日程に 追加し 、直ち に議題 とする ことは 可決さ れまし た。

本動議 を議題 といた します 。

動議提 出者か ら、説 明を求 めます 。

ｏ 十二番 （後藤 健介君 ） そ れでは 、決議 書の原 案をこ こに御 披露し まして 、皆様 の

御 賛同を いただ きたい と思い ます。

決議書 。別府 市議会 は、次 期市議 会議員 選挙か ら次の 事項を 実施す ること を決議 す

る 。

一 、立候 補届出 と同時 に、過 去すべ ての徴 収金の うち個 人の地 方税並 びに個 人の督 促

手 数料、 延滞金 、過少 申告加 算金、 重加算 金及び 滞納処 分費の 証明書 を選挙 責任者 に

提 出し、 併せて 選挙事 務所等 に掲示 し、市 民の知 る権利 に応え るよう にする 。

二 、現職 議員以 外の立 候補予 定者に ついて は、決 議書の 趣旨に 理解を 得られ るよう に、

議 会は最 大限の 努力を する。 以上。

平 成十四 年十二 月十七 日

別 府 市 議 会

議員各 位の御 賛同を いただ きたい と思い ます。 （拍手 ）

ｏ 議長（ 首藤 正君） 以上 で、提 案理由 の説明 は終わ りまし た。

こ れより 質疑を 行いま す。

〔 「なし 」と呼 ぶ者あ り〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） お諮 りいた します 。別に 質疑も ないよ うであ ります ので、 以

上 で質疑 を打ち 切り、 これよ り採決 を行い たいと 思いま すが、 御異議 ありま せんか 。

〔 「異議 なし」 と呼ぶ 者あり 〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 御異 議なし と認め ます。

よって 、以上 で質疑 を打ち 切り、 これよ り採決 を行い ます。

本動議 のとお り決す ること に御異 議あり ません か。
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〔 「異議 なし」 と呼ぶ 者あり 〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 御異 議なし と認め ます。

よって 、本動 議は可 決され ました 。（拍 手）

次に、 日程第 四によ り、議 員派遣 の件に ついて 議題と いたし ます。

お手元 に配付 してお ります ように 、各議 員から 議員派 遣の申 し出が ありま す。

お諮り いたし ます。

各議員 から申 し出の とおり 、議員 派遣を するこ とに御 異議あ りませ んか。

〔 「異議 なし」 と呼ぶ 者あり 〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 御異 議なし と認め ます。

よって 、各議 員から 申し出 のとお り、議 員派遣 をする ことに 決定い たしま した。

なお、 やむを 得ない 事情に より変 更また は中止 につい ては、 その決 定を議 長に一 任

し ていた だきた いと思 います が、こ れに御 異議あ りませ んか。

〔 「異議 なし」 と呼ぶ 者あり 〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 御異 議なし と認め ます。

よって 、やむ を得な い事情 により 変更ま たは中 止につ いては 、その 決定を 議長に 一

任 するこ とに決 定いた しまし た。

以上で 、議事 のすべ ては終 了いた しまし た。

お諮り いたし ます。

以上で 第四回 市議会 定例会 を閉会 いたし たいと 思いま すが、 御異議 ありま せんか 。

〔 「異議 なし」 と呼ぶ 者あり 〕

ｏ 議長（ 首藤 正君） 御異 議なし と認め ます。

よって 、第四 回市議 会定例 会を閉 会いた します 。

午 前十一 時十五 分 閉 会

−２２−


